
『第２版 はじめて課税事業者になる法人・個人のための 

インボイス制度と消費税の実務』追録 

（令和５年度与党税制改正大綱より） 

 

令和４年12月16日、自由民主党・公明党により公表された令和５年度税

制改正大綱によると、下記のとおり、適格請求書等保存方式（インボイス

制度）の円滑な実施に向けた所要の整備が予定されていますので、ご留意

ください。 

 

➀ 小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置 

適格請求書発行事業者の令和５年10月１日から令和８年９月30日まで

の日の属する各課税期間において、免税事業者が適格請求書発行事業者と

なったこと又は課税事業者選択届出書を提出したことにより事業者免税点

制度の適用を受けられないこととなる場合には、その課税期間における課

税標準額に対する消費税額から控除する金額を、その課税標準額に対する

消費税額に８割を乗じた額とすることにより、納付税額をその課税標準額

に対する消費税額の２割とすることができることとされます。 

＊1 課税期間の特例の適用を受ける課税期間及び令和５年10月１日前から課税事業者

選択届出書の提出により引き続き事業者免税点制度の適用を受けられないことと

なる同日の属する課税期間については、適用されません。 

＊2 課税事業者選択届出書を提出したことにより令和５年10月１日の属する課税期間

から事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる適格請求書発行事業者が、

その課税期間中に課税事業者選択不適用届出書を提出したときは、その課税期間か

らその課税事業者選択届出書は効力を失うこととされます。 

＊3 適格請求書発行事業者がこの制度の適用を受けようとする場合には、確定申告書に

その旨を付記します。 

＊4 この適用を受けた適格請求書発行事業者が、その適用を受けた課税期間の翌課税期

間中に、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を納税地を所轄する税務署長に提

出したときは、その提出した日の属する課税期間から簡易課税制度の適用を認める

こととされます。 

 



② 中小事業者等に対する事務負担の軽減措置 

基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間における課税売

上高が5,000万円以下である事業者が、令和５年10月１日から令和11年９

月30日までの間に国内において行う課税仕入れについて、その課税仕入れ

に係る支払対価の額が１万円未満である場合には、一定の事項が記載され

た帳簿のみの保存による仕入税額控除を認める経過措置が講じられます。 

③ 少額な返還インボイスの交付義務の⾒直し 

売上げに係る対価の返還等に係る税込価額が１万円未満である場合には、

その適格返還請求書の交付義務が免除されます。 

＊ 令和５年10月１日以後の課税資産の譲渡等につき行う売上げに係る対価の返還等

について適用されます。 

④ 適格請求書発行事業者登録制度の⾒直し 

適格請求書発行事業者登録制度について、次の見直しが行われます。 

イ 

免税事業者が適格請求書発行事業者の登録申請書を提出し、課税期間の初日から登

録を受けようとする場合には、その課税期間の初日から起算して15日前の日（改正

前：その課税期間の初日の前日から起算して１か月前の日）までに登録申請書を提

出しなければならないこととされます。この場合において、その課税期間の初日後

に登録がされたときは、同日に登録を受けたものとみなします。 

ロ 

適格請求書発行事業者が登録の取消しを求める届出書を提出し、その提出があった

課税期間の翌課税期間の初日から登録を取り消そうとする場合には、その翌課税期

間の初日から起算して15日前の日（改正前：その提出があった課税期間の末日から

起算して30日前の日の前日）までに届出書を提出しなければならないこととされま

す。 

ハ 

適格請求書発行事業者の登録等に関する経過措置の適用により、令和５年10月１日

後に適格請求書発行事業者の登録を受けようとする免税事業者は、その登録申請書

に、提出する日から15日を経過する日以後の日を登録希望日として記載するものと

されます。この場合において、その登録希望日後に登録がされたときは、その登録

希望日に登録を受けたものとみなします。 

＊令和５年10月１日から適格請求書発行事業者の登録を受けようとする事業者が、

その申請期限（令和５年３月31日）後に提出する登録申請書に記載する困難な事

情については、運用上、記載がなくとも改めて求めないものとされます。 

 


